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川崎市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 ○川崎市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

平成17年３月24日条例第４号 平成17年３月24日条例第４号

（報告事項） （報告事項） 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の状況に関し、任命権者が報告し

なければならない事項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員

（地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

及び同法第22条の２第１項第２号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の状況に関し、任命権者が報告し

なければならない事項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員

（地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員

及び同法第22条の２第１項第２号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

(１) 職員の任免及び職員数に関する状況 (１) 職員の任免及び職員数に関する状況 

(２) 職員の人事評価の状況 (２) 職員の人事評価の状況 

(３) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況 (３) 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況 

(４) 職員の休業の状況 (４) 職員の休業の状況 

(５) 職員の分限及び懲戒の状況 (５) 職員の分限及び懲戒の状況 

(６) 職員の服務の状況 (６) 職員の服務の状況 

(７) 職員の退職管理の状況 (７) 職員の退職管理の状況 

(８) 職員の研修の状況 (８) 職員の研修の状況 

(９) 職員の福祉及び利益の保護の状況 (９) 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(10) その他市長が必要と認める事項 (10) その他市長が必要と認める事項 
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外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例 ○外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例 

昭和63年３月29日条例第１号 昭和63年３月29日条例第１号

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 任命権者は、川崎市と外国の地方公共団体との間の合意若しくはこ

れに準ずるものに基づき、又は次に掲げる機関の要請に応じ、これらの機

関の業務に従事させるため、職員（次項に定める職員を除く。）を派遣す

ることができる。 

第２条 任命権者は、川崎市と外国の地方公共団体との間の合意若しくはこ

れに準ずるものに基づき、又は次に掲げる機関の要請に応じ、これらの機

関の業務に従事させるため、職員（次項に定める職員を除く。）を派遣す

ることができる。 

(１) 外国の地方公共団体の機関 (１) 外国の地方公共団体の機関 

(２) 外国政府の機関 (２) 外国政府の機関 

(３) 我が国が加盟している国際機関 (３) 我が国が加盟している国際機関 

(４) 外国の学校、研究所又は病院であって、前各号に該当しないもの (４) 外国の学校、研究所又は病院であって、前各号に該当しないもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、前各号に準ずる機関で人事委員会規則

で定めるもの 

(５) 前各号に掲げるもののほか、前各号に準ずる機関で人事委員会規則

で定めるもの 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。

(１) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用され

る職員（川崎市職員の定年等に関する条例（昭和59年川崎市条例第38号。

以下「定年条例」という。）第１２条又は第１３条第１項の規定により

採用された職員を除く。） 

(１) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用され

る職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項、第28

条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用さ

れた者を除く。） 

(２) 非常勤職員 (２) 非常勤職員 

(３) 地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22条に規定する条件付採用

になっている職員（人事委員会規則で定める職員を除く。） 

(３) 地方公務員法第22条に規定する条件付採用になっている職員（人事

委員会規則で定める職員を除く。） 

(４) 定年条例第４条第１項の規定により引き続いて勤務させることとさ

れ、又は同条第２項の規定により期限を延長することとされている職員 

(４) 川崎市職員の定年等に関する条例（昭和59年川崎市条例第38号）第

４条第１項の規定により引き続いて勤務させることとされ、又は同条第

２項の規定により期限を延長することとされている職員 

(５) 定年条例第９条第１項から第４項までの規定により同条第１項に規

定する異動期間（同条第１項から第４項までの規定により延長された期

 （新設） 
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改正後 改正前 

間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

(６) 地方公務員法第28条第２項各号若しくは川崎市職員の分限に関する

条例（昭和26年川崎市条例第45号）第１条の２各号のいずれかに掲げる

事由に該当して休職にされ、又は同法第29条第１項各号のいずれかに掲

げる事由に該当して停職にされている職員その他の同法第35条に規定す

る法律又は条例の特別の定めに基づき職務に専念する義務を免除されて

いる職員 

(５) 地方公務員法第28条第２項各号若しくは川崎市職員の分限に関する

条例（昭和26年川崎市条例第45号）第１条の２各号のいずれかに掲げる

事由に該当して休職にされ、又は同法第29条第１項各号のいずれかに掲

げる事由に該当して停職にされている職員その他の同法第35条に規定す

る法律又は条例の特別の定めに基づき職務に専念する義務を免除されて

いる職員 
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川崎市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例 ○川崎市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例 

平成14年３月28日条例第２号 平成14年３月28日条例第２号

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 任命権者は、法第２条第１項各号に掲げる団体のうち、次の各号の

いずれかに該当するものとして人事委員会規則で定めるもの（以下「団体」

という。）との間の取決めに基づき、当該団体の業務にその役職員として

専ら従事させるため、職員（次項に定める職員を除く。以下この項におい

て同じ。）を派遣することができる。 

第２条 任命権者は、法第２条第１項各号に掲げる団体のうち、次の各号の

いずれかに該当するものとして人事委員会規則で定めるもの（以下「団体」

という。）との間の取決めに基づき、当該団体の業務にその役職員として

専ら従事させるため、職員（次項に定める職員を除く。以下この項におい

て同じ。）を派遣することができる。 

(１) 市が基本金その他これに準ずるもの（以下「基本金等」という。）

の２分の１以上を出資しているもの 

(１) 市が基本金その他これに準ずるもの（以下「基本金等」という。）

の２分の１以上を出資しているもの 

(２) 市が基本金等を出資しているもの（前号に該当するものを除く。）

のうち、次のいずれかに該当するもの 

(２) 市が基本金等を出資しているもの（前号に該当するものを除く。）

のうち、次のいずれかに該当するもの 

ア 職員を派遣することにより、市の施策が効率的又は効果的に推進さ

れるもの 

ア 職員を派遣することにより、市の施策が効率的又は効果的に推進さ

れるもの 

イ 職員の専門的知識を活用すること等により、運営が円滑に行われる

もの 

イ 職員の専門的知識を活用すること等により、運営が円滑に行われる

もの 

(３) 市が基本金等を出資していないものであって市の事務又は事業を補

完し、支援する等の業務を行っているもののうち、前号ア又はイに該当

するもの 

(３) 市が基本金等を出資していないものであって市の事務又は事業を補

完し、支援する等の業務を行っているもののうち、前号ア又はイに該当

するもの 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。

(１) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用され

る職員（川崎市職員の定年等に関する条例（昭和59年川崎市条例第38号。

以下「定年条例」という。）第１２条又は第１３条第１項の規定により

採用された職員を除く。） 

(１) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用され

る職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項、第28

条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用さ

れた職員を除く。） 

(２) 非常勤職員 (２) 非常勤職員 

(３) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22条に規定する条件付採用 (３) 地方公務員法第22条に規定する条件付採用になっている職員（人事
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改正後 改正前 

になっている職員（人事委員会規則で定める職員を除く。） 委員会規則で定める職員を除く。） 

(４) 定年条例第４条第１項の規定により引き続いて勤務させることとさ

れ、又は同条第２項の規定により期限を延長することとされている職員 

(４) 川崎市職員の定年等に関する条例（昭和59年川崎市条例第38号）第

４条第１項の規定により引き続いて勤務させることとされ、又は同条第

２項の規定により期限を延長することとされている職員 

（５） 定年条例第９条第１項から第４項までの規定により同条第１項に規

定する異動期間（同条第１項から第４項までの規定により延長された期

間を含む。）を延長された管理監督職を占める職員 

(新設） 

(６) 地方公務員法第28条第２項各号若しくは川崎市職員の分限に関する

条例（昭和26年川崎市条例第45号）第１条の２各号のいずれかに掲げる

事由に該当して休職にされ、又は同法第29条第１項各号のいずれかに掲

げる事由に該当して停職にされている職員その他の同法第35条に規定す

る法律又は条例の特別の定めに基づき職務に専念する義務を免除されて

いる職員 

(５) 地方公務員法第28条第２項各号若しくは川崎市職員の分限に関する

条例（昭和26年川崎市条例第45号）第１条の２各号のいずれかに掲げる

事由に該当して休職にされ、又は同法第29条第１項各号のいずれかに掲

げる事由に該当して停職にされている職員その他の同法第35条に規定す

る法律又は条例の特別の定めに基づき職務に専念する義務を免除されて

いる職員 
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川崎市職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市職員の再任用に関する条例 ○川崎市職員の再任用に関する条例 

平成12年12月21日条例第55号 平成12年12月21日条例第55号

（削除） （趣旨） 

 第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」とい

う。）第28条の４第１項、同条第２項及び第３項（法第28条の５第２項及

び第28条の６第３項において準用する場合を含む。）並びに地方公務員法

等の一部を改正する法律（平成11年法律第107号。以下「改正法」という。）

附則第５条及び第６条の規定に基づき、職員の再任用（法第28条の４第１

項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項の規定により

採用することをいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（削除） （定年退職者に準ずる者） 

 第２条 法第28条の４第１項の条例で定める者は、次に掲げる者とする。 

 (１) 25年以上勤続して退職した者であって当該退職の日の翌日から起算

して５年を経過する日までの間にあるもの 

 (２) 前号に該当する者として再任用をされたことがある者（前号に掲げ

る者を除く。） 

（削除） （任期の更新） 

 第３条 再任用の任期の更新は、職員の当該更新直前の任期における勤務実

績が良好である場合に行うことができるものとする。 

 ２ 任命権者は、再任用の任期の更新を行う場合には、あらかじめ職員の同

意を得なければならない。 

（削除） （任期の末日） 

 第４条 再任用を行う場合及び再任用の任期の更新を行う場合の任期の末日

は、その者が年齢65年に達する日以後における最初の３月31日以前でなけ

ればならない。 

 附 則（抄） 
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改正後 改正前 

 （施行期日） 

（削除） １ この条例は、平成13年４月１日から施行する。 

 （改正法附則第５条の条例で定める日） 

（削除） ２ 改正法附則第５条の条例で定める日は、平成19年４月１日とする。 

 （任期の末日に関する特例） 

（削除） ３ 次の表の左欄に掲げる期間における第４条の規定の適用については、同

条中「65年」とあるのは、同表の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

  

平成13年４月１日から平成16年３月31日

まで 

61年 

平成16年４月１日から平成19年３月31日

まで 

62年 

平成19年４月１日から平成22年３月31日

まで 

63年 

平成22年４月１日から平成25年３月31日

まで 

64年 

 

（削除） ４ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）附則第７条の３第１項第４号に

規定する特定警察職員等のうち消防吏員である者に対する次の表の左欄に掲

げる期間における第４条の規定の適用については、前項の規定にかかわらず、

同条中「65年」とあるのは、同表の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

  

平成19年４月１日から平成22年３月31日

まで 

61年 

平成22年４月１日から平成25年３月31日

まで 

62年 

平成25年４月１日から平成28年３月31日 63年 
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改正後 改正前 

まで 

平成28年４月１日から平成31年３月31日

まで 

64年 

 

 附 則（平成14年３月28日条例第４号） 

（削除） この条例は、平成14年４月１日から施行する。 

 附 則（平成27年10月15日条例第68号） 

（削除） この条例は、公布の日から施行する。 
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